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＜要   約＞ 
 本論文は，ソフトウェア産業の分業と技術伝播がどのように起きているかについて，過去
の製造業における分業と技術伝播を振り返り，進化した点をあきらかにすることを課題とし
ている。アメリカ系ソフトウェア企業は，自社のコア技術を秘匿し，そのコア技術を利用す
るための利用技術を広く伝播させている。これらの企業では，従来の製造業とは異なる産業
内および企業内分業の仕組みを採用しており，ソフトウェア専門技術者の情報共有と排他を
コントロールしたマトリックス型の仮想組織形態を創り出した。 
 現代のソフトウェア産業における分業を考察するうえで，アダム・スミスとカール・マル
クスの二人による経済学における分業の原点を振り返り，ヴァーノンのプロダクト・サイク
ル論を経て，ソフトウェア産業の分業形態ができたことをみていく。 
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１．本論文の課題と研究視角 
 本論文の課題は，ソフトウェア産業の分業と技
術伝播がどのように起きているかについて，過去
の製造業における分業と技術伝播を振り返り，進
化した点をあきらかにすることにある。 
 現代のソフトウェア産業においては，自社内に
ある技術を社内に秘匿する技術（コア技術）と積
極的に社外に出す技術（利用技術）の二つに分け
て扱っている(1）。製造業では，社内にある技術を
充分管理できていなかった時代があり，アメリカ
などの先進国の製造業は，発展途上国に技術を模
倣されて窮地に立たされた。製造業は，製造した
完成品を分解してその製法の謎を解くということ
が可能であり，製造業が海外に製造拠点を設ける
とその製品を作る産業機械も海外に渡り，産業機
械の模倣も行われてしまう。こうして，アメリカ
などの先進国企業は先行者としての優位性を失っ
てしまった。 
 ソフトウェア産業では，その製造業の失敗を繰
り返さないための方策がとられている。前述の二
つの技術の管理運営を明確に行うためには，ソフ
トウェア企業による専門技術者の管理が重要であ
る。本論文では，企業における組織と専門技術者
のかかわりをみることによって二つの技術の管理
運営をみていく。 
 経済学において最初に分業が注目されたのはア
ダム・スミスの著作によるものになる。経済発展
の基盤としての分業の優位性は現在では自明の理
として扱われているが，ここで今一度，その原点
を確認しておきたい。アダム・スミスの分業論を
引き継ぎ，独自の発展をさせた経済学者の一人に
カール・マルクスがいる。マルクスは分業によっ
て不熟練労働者(2）が生み出されると論じている。
分業は熟練労働者と不熟練労働者を生み出し，熟
練労働者は，一つの専門を持つ専門技術者となっ
ていく。 
 専門技術者は，文字通り専門的な技術をもって
おり，その技術を活かしてくれる企業を渡り歩く
ことができる。企業は，この「渡り歩く」専門技
術者こそが自社の技術情報を他社に漏らす可能性
がある存在として捉えている。しかし，専門技術
者の待遇を良くすることで自社内に留めておくこ
とが可能にもなる。本論文では，ソフトウェア産
業に属する企業による専門技術者のコントロール
（人事管理）という側面から産業内および企業内
分業と技術伝播をみていく。 
 
２．経済学における分業 
(１）アダム・スミスの分業論 
 アダム・スミスは『諸国民の富』の冒頭にあた
る第一篇第一章において分業を論じている。アダ
ム・スミスは「労働の諸生産力における最大の改
善と，またそれをあらゆる方向にふりむけたり，
充用したりする場合の熟練，技巧および判断の大部
分とは，分業の結果であったように思われる(3）」と
述べており，同著の全般的な記述も経済における
分業によるプラスの側面が強調されている。 
 アダム・スミスは，分業の優位性を説明する例
としてピン製造業者を用いた。ピン製造の全工程
を一人でやろうとすると「一日に一本のピンを作
ることさえまずできない」が「十八の別個の作業
に分割」された工程をとることによって「十人」
で「一日に四万八千本のピンを製造」することが
できた(4），という例はとても有名であり，分業の
優位性を語るうえで重要な例証となっている。 
 分業することにより熟練が必要な作業とそうで
ない作業を別の人間ができるようになった。この
ことが専門技術者を生み出すことにつながる。分
業される各工程で使われる技術は，これらの専門
技術者によって生み出され，あるいは，改良され
るが，しばし，思いがけないことで改良されるこ
とがある。その例としてアダム・スミスは「最初
の火力機関の場合にはピストンが上下するのに応
じてボイラーとシリンダーの間の通路を交互に開
閉するためにいつも一人の少年が雇用された。
（中略）この通路を開くヴァルブのハンドルから
この機械の他の部分へ一本のひもを結びつけてお
けばヴァルブは自分が手をくださなくても開閉し，
自分は遊び仲間と思う存分気晴らしができる(5）」
と少年による機械の改良をあげて，自分自身の労
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働の節約がインセンティブとなり機械の改良に重
大な発見がなされたことを解説している。 
 分業と技術は相互に作用しながら進化している。
作業の一部分が機械化されたことで可能になる分
業もあれば，分業された結果，その作業に用いら
れる機械が改良されることもある。こうした分業
と技術の相互作用による進化は，専門職技術者を
生み出した。アダム・スミスは分業を引き起こす
ものについては「自分自身の労働生産物の余剰部
分のなかで，自分自身の消費をこえてあまりある
すべてのものを，他の人々の労働生産物のなかで，
自分が必要とするであろうような部分と交換しう
るという確実性が，あらゆる人を刺激して特定の
職業に専念させ，この特定の種類の仕事について
の彼の才能または天分がどのようなものであろう
とも，それを発展させ，完成させるのである(6）」
と「取引する性癖」をあげている。アダム・スミ
スは，分業と職業にかんして，自分が専門技術者
として一つのことに専念して生産したものは自分
が生活の中で必要とするものと交換することがで
きるという社会があり，人は取引することを厭わ
ないばかりか好んで行う，という社会性をもった
存在だとしている。 
 十八世紀に富をもたらす経済の発展は，分業に
よって始まり，技術の進歩や専門技術者の労働に
よってもたらされる，といういアダム・スミスの
主張は二十一世紀の現在でも通用するものである。 
 
（２）マルクスの分業論 
 アダム・スミスの影響を受けた経済学者の一人
にカール・マルクスがいる。カール・マルクスは
『資本論』の第一巻第十二章で分業と工場手工業
（マニファクチャ）を取りあげている。資本主義
的生産過程の典型的な形として工場手工業におけ
る分業による協業を取りあげており，社会的な分
業が行われることで熟練労働者と不熟練労働者が
生まれ，区別されることを論じている(7）。 
 マルクスは『資本論』に先立ち，一八四七年に
刊行した『哲学の貧困』のなかでプルードンの分
業論を批判している。『哲学の貧困』は，フラン
スの思想家プルードンの著作『貧困の哲学』（一
八四六年）に対する批判の書である。その第二章
第二節は，「分業と機械」であり，分業の良し悪
し，その問題点などを論じている(8）。「機械と蒸
気の応用のおかげで，今や分業の到達し得ている
規模の大きいことは，大工業が一国の土地を離れ
てもっぱら世界市場に，国際的交換に，国際的分
業に，依存している位である。最後に，機械の分
業に及ぼす影響は極めて大きなものがあってある
何等かの品物の製造に際して部分的に機械技術を
用いる手段が見いだされると，その製造はたちま
ちたがいに独立した二つの経営に分かれるほどで
ある(9）」と織物工と紡績工の分離について論じて
いる。さらに「イギリスにおいて，市場が非常な
発達をとげて手の労働ではもはやその要求に応じ
きれなくなったとき，機械の必要が感ぜられてき
た。そこで，既に十八世紀に完成していた機械学
の応用が考えられるに至ったのである(10）」と論
じ，技術が進歩し，大規模生産のための分業には
機械が必須になったことを明らかにした。「（プ
ルードン君に対して）実際，アダム・スミスの頃
に存在した分業と今日われわれが自働装置工場内
にみる分業との間には，何という大きな相違があ
るのであろう (11）」と技術の進化によってアダ
ム・スミスの頃の分業とは異なっていることを論
じている。 
 ア・ア・クージンは，マルクスの技術論を論じ
た著作の『マルクスと技術論』のなかで「技術の
発達の原因には，長期間作用する恒常的なものと，
一時的なものとがある。恒常的な原因は，対象化
された（過去の）労働と直接的（生きた）労働と
のあいだの矛盾に見い出さねばならない。労働用
具は，過去の労働の産物であり，労働はそのなか
に対象化されている。しかし人間は，労働過程で
自然をも自分（「自分自身の自然」）をも変化させ，
したがって生きた労働が，あたかも対象化された
労働よりも先行するような形になる。このように
対象化された労働と生きた労働（過去の労働と直
接的な労働）との間の不断の不一致は，過去の労
働を直接的な労働の方へ「引っぱり」，労働用具
を変化させ―技術を発達させようという傾向を生
み出さずにはおかない(12）」と技術の発達によっ
        
  人間関係学研究   13   2011 
 
16 
大 妻 女 子 大 学
人間関係学部紀要
て労働用具たる機械が労働を変化させる，と論じ
ている。 
 マルクスの分業論はアダム・スミスの分業論か
ら出発し，労働価値論を取り入れた相対的余剰価
値を論じる方向に進んでいった。 
 以上，本章では，これから論じるソフトウェア
産業における分業を理解するうえで，分業論の原
点ともいえるアダム・スミスの分業論とカール・
マルクスの分業論の二つの学説をみた。これら二
つの学説から得られる知見は，分業が熟練労働者
（専門技術者）と不熟練労働者を生み出し，分業
が進むことで技術の改良が不断なく行われている
ということになる。これは，現代のソフトウェア
産業における分業にも当てはまると考えられる。 
 
３．ソフトウェア産業における分業 
（１）現代の製造業における分業と技術の関係 
 現代の製造業においてはプロダクト・サイクル
の研究によって，知識集約型工程を先進国で行い
労働集約型工程を新興国や発展途上国で行う産業
内分業が行われている状況がある。製造業が国境
を跨ぐ産業内分業および産業内貿易を行う形態に
移行する仕組みについてはヴァーノンが論じてい
る。ヴァーノンのプロダクト・サイクル論は，新
製品が時を経て成熟製品となる過程において，そ
の製造拠点をアメリカ国内から海外へ移動させる
事象の理論になる。プロダクト・サイクル論の前
提として，技術的発展による大量生産体制の確立
がある。前章で論じたように既に十八世紀には分
業と技術の進化が論じられ，二十世紀には分業に
よって熟練労働者と不熟練労働者が生まれること
が論じられたが，ヴァーノンは一九六〇年代のア
メリカの状況をみて分業・技術進化・不熟練労働者
の発生と製造業の海外移転の関係を論じている(13）。
一九六〇年代に熟練技術者による専門的な作業に
よって製品の製造を行っていた工場では人間の作
業を代替する機械を導入して大量生産を行うよう
になっていた。この過程において，工場内の諸作
業を製品の製造を熟練が必要な工程と熟練の必要
でない工程に分け，機械を導入して熟練の必要で
ない工程を増やし，単純作業の繰り返しによって
製品の製造が行えるようにしていくことで大量生
産を可能にした。大量生産に必要な不熟練労働者
は低賃金で雇うことができ，工場のある都市に
やってくる農村出身者がこの低賃金不熟練労働者
の役目を担った。低賃金不熟練労働者が作業を行
うには，彼らが行う諸作業を標準化して誰でも同
じように作業できる仕組みが必要であった。工場
内における諸作業のうち，不熟練労働工程の作業
をマニュアル化し，低賃金不熟練労働者でも作業
できる環境が整備された。こうして分業が確立さ
れ，それぞれの工程において適切な産業機械を配
置し，低賃金不熟練労働者を大量に雇用すること
で一九六〇年代のアメリカにおいて大量生産体制
が確立された。 
 ヴァーノンは，アメリカで大量生産される製品
が革新的な新製品段階からそれが普及していくに
したがって標準品へと変わっていく過程をプロダ
クト・サイクルとして定義し，標準品となったと
きにアメリカで製造して輸出するよりも輸出先国
への直接投資によって製造拠点を設け，そこで製
造し，販売することを論じた。これは輸出先国の
関税・非関税障壁や輸出先国企業による模倣に対
抗する手段としておこなわれていた。アメリカ国
内で産業機械と低賃金不熟練労働者による製品製
造が可能であれば，賃金の高いアメリカ国内で製
造を行って輸出するよりも相対的に賃金の低い輸
出先国に海外直接投資を行って工場を建設して現
地の低賃金不熟練労働者を雇用して製品製造を行
うことでコストの低下を計ることができる。アメ
リカ国内よりも低価格で製造できるならアメリカ
市場や第三国市場で販売する製品にかんしてもこ
れらの国で製造し，輸出することにより，国際価
格競争力を強化することができる。 
 こうして，アメリカの製造業はその製造拠点を
アジアの発展途上国に移した。しかし，現地生産
をはじめると現地企業と設立した合弁企業との契
約に基づく技術移転や技術を習得した現地従業員
の転職などによって技術伝播が起きて現地企業に
よる製品模倣が増えて利益をあげることが難しく
なり，アメリカの製造業は衰退していくことに
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なった。 
 ICT産業についてみても事情は同じである。シ
リコンバレーはすでに一九五〇年代から産業集積
地であり，ここから製造業に分類される半導体製
造業の国際技術移転が行われた。この半導体製造
業の国際技術移転は，前述のヴァーノンのプロダ
クト・サイクル論や赤松要(14），小島清(15）の雁行
型経済発展論でみられるように，シリコンバレー
から日本，韓国，台湾，マレーシアという国を順
番に巻き込んでいき，それぞれの国において，半
導体製品の輸入段階，国内市場向け代替製品供給
段階，輸出段階と発展し，次の国に移転するとい
う経緯をたどった。製造業における製品の製造で
は，多額の初期投資と産業機械設備とが必要にな
ることが多い。特に半導体のように高い技術力が
必要となるハイテク製造業では，先進国から発展
途上国に製品の製造を移転する際，その製品の製
造に必要な技術を秘匿するためにブラックボック
ス化した産業機械を発展途上国に輸出し，発展途
上国での内製化を阻む施策がとられた。その他，
企業は製造技術の知的財産権による法的な保護や
移転先との契約などによって先行者利益を守ろう
とした。製造業における技術移転は，進出企業と
現地企業間の技術提携契約や二国間の技術移転交
渉など，企業や国の意志が明確に反映され，ある
一定の秩序の下に行われることが多い。製造業に
おける技術移転の対象となる技術は，産業機械の
設計図など図面として表現されて保存される。重
要な技術に関する秘密もすべて図面の中で表現さ
れるため，技術移転はこの設計図など一連のド
キュメントを開示することで行われ，図面を解読
した相手が同じ機能をもった産業機械を作成する
ことが可能となる。 
 
（２）ソフトウェア産業における分業と技術の関
係 
 アメリカの製造業の失敗は，先端技術を用いた
新製品が爆発的に売れて成熟し，標準品となって
いく段階で企業の意図しない技術伝播が起きてし
まったことにある。家電製品や自動車などの製造
業で生産された製品をライバル企業が購入して，
その製品を分解して構造を調べるリバース・エン
ジニアリングを行うことによって，その製品の模
倣品の設計図が作成できる。その設計図を使って
製造することにより，製品模倣が行える。現地に
進出して製品の模造に目を光らせようとすれば，
今度は，製品を製造するために本国から持ち込ん
だ産業機械の模倣が行われて同レベルの製品製造
が可能になってしまった。アメリカ製造業企業に
は国際特許などの対抗策はあるが発展途上国内の
企業に対しての国際特許の強制力は疑わしい。こ
うしてアメリカ企業の製品は先端性を失い，標準
品になってしまうと市場から撤退を余儀なくされ
た。 
 ソフトウェア製品であるアプリケーション・
パッケージを開発販売しているアメリカ系大手ソ
フトウェア企業は製造業の失敗を繰り返さないた
めに自社内に保有する技術を自社内に秘匿するコ
ア技術と積極的に技術伝播させる利用技術に分け
て管理している (16）。アプリケーション・パッ
ケージ製品の中にコア技術を使った部分をブラッ
クボックス化した実行モジュールとして入れ，そ
のコア技術を使うためには利用技術を用いた外部
インターフェースを用いるようにし，この外部イ
ンターフェースの使用方法を技術伝播することで，
このアプリケーション・パッケージ製品の利用が
簡単にできる仕組みを構築した。この方法を用い
れば，ライバル企業がリバース・エンジニアリン
グを実行してもコア技術を解明することは難しく
模倣は行われない。しかし，顧客は，外部イン
ターフェースの使い方が判れば，アプリケーショ
ン・パッケージ製品の全機能を使うことができる。 
 現在のアプリケーション・パッケージ製品市場
は，そのアプリケーションの機能ごとに細分化さ
れている。細分化されたそれぞれの市場で寡占も
しくは独占状態ができている。顧客企業の中では
さまざまなアプリケーション・パッケージ製品が
利用されており，業務の効率をあげるうえでアプ
リケーション・パッケージ製品間のデータ交換が
必要になっている。それぞれのアプリケーショ
ン・パッケージ製品は，外部インターフェースを
用いてデータ交換を行っている。 
        
  人間関係学研究   13   2011 
 
18 
大 妻 女 子 大 学
人間関係学部紀要
 以上のようにソフトウェア企業では，企業内で
技術漏えいを防ぐための分業を行い，専門特化し
た市場を多数作るという産業内分業を採用する形
で成長してきた。 
 サクセニアンは，一九九四年に出版したRegional 
Advantage: Culture and Competition in Silicon Valley 
and Route 128. [大前研一(翻訳)『現代の二都物語
―なぜシリコンバレーは復活し，ボストン・ルー
ト128は沈んだか』講談社，1995年]によって，
地域の優位概念を打ち出し，産業の隆盛が地域内
のコミュニティとその内部でのコミュニケーショ
ンに関係していることを論じたが，この著作の中
で東海岸にある垂直統合型のICT企業が廃れて，
西海岸にある水平分散型の企業が隆盛を極めてい
るという例が使われている。東海岸を代表する企
業はDEC(17）やIBMであった。これらの企業にお
ける自社内ですべての部品調達を行って完成品を
顧客に提供する，というソリューションはPCが
出現する以前のメインフレームコンピュータやミ
ニコンピュータの時代には有効であったが，ハー
ドウェアとソフトウェアの分離が起き，ハード
ウェアの価格がさがり，反対にソフトウェアの価
格が上昇を続ける時代を経て，機能別に分割され
たソフトウェア市場ができるともはや一社ですべ
てをまかなう垂直統合型ビジネスは不可能になっ
た。当時，シリコンバレーで雨後の竹の子のよう
に設立が相次いだソフトウェア企業はある機能に
特化して製品を開発し，それぞれの市場でデファ
クト・スタンダードを生み出した。市場の寡占
化・独占化が進み，それぞれの市場のチャンピオ
ン企業が他の市場のチャンピオン企業と連携して，
顧客企業へソリューションを提供するコアコンピ
タンスに特化した水平分散型ビジネスが隆盛を極
めた。その後，二〇〇〇年代に入るとオフショ
ア・アウトソーシング・ビジネスが徐々に大きく
なっていった。オフショア・アウトソーシングは，
従来，顧客と対面して行っていたシステム構築や
ヘルプ・デスクなどのICTサービスをインター
ネット回線などのネットワークを介した形態で行
うことで，インドなどの低賃金国での作業が可能
になったことで生まれた。現在，ICTサービスは，
クラウド・サービスへと進化し始めている。クラ
ウド・サービスとは，顧客企業が従来は自社内に
導入していたアプリケーション・パッケージ製品
をクラウド・サービス企業が保持して，顧客企業
はクラウド・サービス企業にインターネット回線
などを通してアクセスし，業務システムを利用す
る形態である。これら西海岸の水平分散型企業と
オフショア・アウトソーシング企業の中からICT
産業の勝ち組企業が現れ，勝ち組企業は，従来，
自社がチャンピオンであった市場以外の市場へも
進出し，他市場でチャンピオンとなったり，既に
チャンピオンとなっている企業を買収したり，と
ソフトウェア産業は水平分散型ビジネスが駆逐し
た垂直統合型ビジネス形態へと移行しつつある。
（図 1 参照） 
 ソフトウェア開発やIT活用サービス・ビジネス
などの知識サービス業における製品開発では，特
殊な産業機械を必要とすることは少ない。通常は
インターネットにつながったネットワークと標準
的なPCとプログラム開発や事務作業に必要な汎
用的なアプリケーションがあれば製品開発ができ
る。そこで使われる肝心の技術は，ソフトウェア
専門技術者の頭の中にある。シリコンバレーのソ
フトウェア産業隆盛の初期段階においては，ソフ
トウェアにかんする技術移転はソフトウェア専門
技術者間で行われるコミュニケーションによって
成されることが多かった。例えば，あるソフト
ウェア専門技術者が，効率的なアルゴリズムのプ
ログラミングで行き詰ったとき，そのソフトウェ
ア専門技術者は，仲のいい同業のソフトウェア専
門技術者にソースコードを見せながら相談する。
二人で議論することで効率的なアルゴリズムのプ
ログラミングが発見された。 
 オラクル社の設立は，IBM社の研究者が学会誌
に発表したリレーショナル・データベース管理シ
ステム理論の論文を読んだローレンス・J・エリ
ソン氏によって成された。エリソン氏は同僚とリ
レーショナル・データベース管理システムの
Oracle RDBMSを開発し，RDBMS市場を作り，
オラクル社を世界で売上高第二位のソフトウェア
企業に成長させた。IBM社は後になってから同じ
齊藤 豊：ソフトウェア産業における分業とソフトウェア技術者への技術伝播の関係 19
論文を基にして自社製品のDB2を開発したが，そ
の後のリレーショナル・データベース管理システ
ム市場では常にオラクル社の後塵を拝し，現在ま
でに市場を奪うことはできていない。IBM社の失
敗はマイクロソフト社に対しても起きた。マイク
ロソフト社は，MS-DOSの後継OSをIBM社と共
同開発した。IBM社からはOS/2が発売され，マ
イクロソフト社からはWindowsが発売された。マ
イクロソフト社は卓越したマーケティング戦略を
使ってWindows3.1で地盤を固め，IBM社のOS/2
を市場の片隅に追いやり，一九九五年にWindows95
を発売してPC用OSの地位を不動のものにし，ソ
フトウェア企業世界第一位の売上高を手中に収め
ている。これらの失敗の反省からか，IBM社は，
今では，自社の知的財産権の保護に力を入れ，学
会や業界団体での技術情報の交換に神経をとがら
せており，自社の開発した技術情報が社外で流用
されないようにしている。そのため，現在のIBM
社は，知的財産権保護のために情報流通に制限を
課すことの負の影響を受け，社内外の技術者同士
のコミュニケーションが凍結している。昔のDEC
社のように，もはや技術革新からほど遠い企業に
なってしまった。自社利益を考える上で，知的財
産権保護と技術革新の折り合いをつけるのは難し
い。 
 このようにシリコンバレーでソフトウェア関係
の起業が増えた時期にはコミュニティ内の専門技
術者が協力して問題解決にあたっていたが，企業
が大きくなるにつれ，企業による技術の秘匿が行
われるようになった。企業を跨ぐコミュニケー
ションは行われなくなり，企業内のみでの開発が
行われ，さらに製品がデファクト・スタンダード
になって企業規模も大きくなると企業内の限られ
た専門技術者だけがコア技術を扱うようになった。 
 
４．企業内分業と職種間の技術伝播 
（１）企業組織と企業内分業 
 ソフトウェア産業に属する企業は，製造業と同
じようなトップダウン型階層をもった組織を採用
し，大企業は本部や事業部に分かれた縦割り型の
組織をとることが多い。しかし，一九九〇年代後
半からプロジェクト・ベースのバーチャル組織を
作ることが流行りだした。新たな製品ラインを作
る際などは，従来の組織に所属しながらプロジェ
クト・チームに仮想的に所属し，従来の組織の上
司とプロジェクト・チームの上司の両方に報告を
する形態をとることで，他部門との情報交換がで
きる体制を作った(18）。従来の組織とバーチャル
組織はマトリックスで表すことができる。マト
 
図１：ＩＣＴ産業における分業の推移（出典：筆者作成） 
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リックスの縦軸にプロジェクトをおき，横軸に従
来の組織をおき，交点に担当者をおくことで，プ
ロジェクトが従来組織を横串でつなぐ形になり，
従来組織の各部門からプロジェクトに参加する担
当者によってそれぞれのプロジェクトの情報がプ
ロジェクトに参加する組織で共有され，逆に従来
組織の情報も各プロジェクトを通してその他の部
門に伝播していく。 
 垂直統合型組織の弊害は，縦割り組織間に壁が
でき，社内の情報流通がスムーズにいかなくなる
ことで企業の活性化が失われていくことである。
勢いを失った企業は恐竜が大自然の中で滅びたよ
うに社会の中で滅びていく。バーチャル組織はこ
の弊害をなくし，企業内の情報流通を盛んにする
ことで活性化していくことができ，従来のトップ
ダウン組織をベースにしていることで企業内の統
制もとることができる。 
 ソフトウェア産業に属する企業はマトリックス
型の新たな組織形態を導入することで社内分業の
新たな形を生み出した。しかし，従来は一人の上
司に報告していればよかった担当者には二人以上
の上司が生まれることになり，担当者の負担が増
えていることを理解しなくてはならない。企業内
労働市場という考え方を取り入れて優秀な人材に
は十分な報酬を与え，企業内に留める施策も必要
になる。大手多国籍企業では世界本社を中心とし
た多国籍内部労働市場の概念を取り入れ始めてい
る(19）。多国籍企業では国籍，人種や文化の違う
従業員が同じ職場で働かなくてはならず，従業員
にとって公平感のある待遇をしなくては優秀な従
業員はすぐに逃げてしまう。マトリックス型の組
織は，従業員の不満を吸い上げる効果もある。 
 
（２）企業内分業と職種（ソフトウェア専門技術
者） 
 ソフトウェア企業に勤めるソフトウェア専門技
術者の所属する部門は多岐にわたっている。しか
し，ソフトウェア企業の利益の源泉であるコア技
術の情報漏えいを防ぐ目的から企業内のソフト
ウェア専門技術者の分業体制が考えられている。
ソフトウェア企業の生命線ともいえる全製品の
アーキテクチャーを開発・管理する組織は経営組
織に近い部門で行い，各製品の設計・構築を行う
部門，各製品のマーケティングを行う部門，各製
品の販売を行う部門，各製品の教育を行う部門，
各製品の保守を行う部門などに分けて組織化し，
それぞれの部門で扱う技術情報に開示レベルを定
め，他部門と情報共有できる技術情報とできない
技術情報に分ける。 
 図 2 は，アメリカ系ソフトウェア大手企業A社
のソフトウェア専門技術者の社内分業体制と役割
分担を示した図である (20）。ここでは，ソフト
ウェア専門技術者は，アーキテクト，プロダク
ト・マネジャー，プロダクト・マーケティング・
マネジャー，セールス・マネジャー，保守サービ
ス・マネジャーといった役割を社内で担っている。
これらの役割は図に示した通りであるが，隣り
合ったマネジャー同士は情報交換を頻繁に行うが，
距離の離れたマネジャー間では情報交換を頻繁に
行えない。これは社則などに明記されているもの
ではなく，ソフトウェア専門技術者間の一種の不
文律である。例えば，アーキテクトやプロダク
ト・マネジャーの扱うコア技術を開発する際に必
要になる情報は，顧客と接触の多いセールス・マ
ネジャーや保守サービス・マネジャーには教えず，
セールス・マネジャーや保守サービス・マネ
ジャーはコア技術にかんする「一線を越えた」情
報を聞かない，という不文律を持つことで意図し
ない技術伝播を防ぐ仕組みができている(21）。こ
の不文律を破った者は専門技術者コミュニティで
の信用度がさがり，ソフトウェア専門技術者自身
の価値をさげることになる。 
 このA社の例は，野中郁次郎・竹中弘高[1996]
『知識創造企業』で論じられている冗長性と最小
有効多様性の実例としても使うことができる(22）。
組織を縦割りにせず，組織間での情報共有を行う
ことで冗長性が生まれ，マトリックス型の組織体
系を採用することで最小有効多様性を保持してい
る。 
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（３）職種と技術 
 前節によって社内分業と役割分担をみたが，本
節では，技術情報の流れをみていく。アーキテク
トとプロダクト・マネジャーは，コア技術を開発
し，その後，利用技術と外部インターフェースの
開発を行う。主にプロダクト・マネジャーが利用
技術と外部インターフェースの技術情報をプロダ
クト・マーケティング・マネジャーとエバンジェ
リストに伝える。エバンジェリストはプロダク
ト・マーケティング・マネジャーなどの経験者か
ら外部コミュニケーションのうまい者が選ばれ，
製品にかんする伝道師の役目を担う。イベントや
セミナーの講師をしたり，雑誌などに記事を書い
たりする。エバンジェリストは顧客やパートナー
企業にも直接会い，自社製品の優位性などを説明
する。プロダクト・マーケティング・マネジャー
とエバンジェリストは，社内のセールス・マネ
ジャーや保守サービス・マネジャーなどの日常的
に顧客などの第三者に接する担当者に利用技術と
外部インターフェースの技術情報を伝える。（図 
3 を参照） 
 ソフトウェア企業は直接，顧客と取引すること
もあれば，アライアンスを結んだOEMメーカー
やSIerやソフトハウスなどのパートナー企業を通
して間接的に顧客と接する場合もある。 
 ここで問題になるのが，コア情報を社内にどこ
まで開示するか，ということになる。コア情報の
簡単な解説書がなくては，プロダクト・マーケ
ティング・マネジャーは魅力的な製品案内を作る
ことができず，顧客などに新製品の優位性などを
充分に説明することができない。アーキテクトと
プロダクト・マネジャーは，コア技術のホワイ
ト・ペーパーを作成し，プロダクト・マーケティ
ング・マネジャー以下に配布する。プロダクト・
マーケティング・マネジャーはこれらのホワイ
ト・ペーパーを参照して顧客向けのプレゼンテー
ションや解説記事などを作成する。しかし，これ
らのホワイト・ペーパーにはコア技術のプログラ
ミング・ソースコードは書かれていない。このプ
ログラミング・ソースコードはコア技術を表した
もので，これを解析すれば製品を模倣することが
できる。そのため，プログラミング・ソースコー
ドは門外不出であり，通常は海外子会社にも貸し
出しは行わない。 
 海外子会社は，その国もしくは地域の顧客への
製品・サービス販売と共に顧客からのクレームを
受け付け，不具合を修正する役割も担っている。
不具合がコア技術にかんするものの場合，海外子
 
図２：ＩＣＴ勝ち組企業における社内分業と役割分担例（出典：筆者作成） 
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会社の保守サービス部門では修正することができ
ず，本社のプロダクト・マネジャーに修正を依頼
することになる。顧客が日常業務で使っているア
プリケーション・パッケージ製品が不具合を起こ
した場合，可及的速やかに修正し，顧客の業務を
止めないようにしないと損害賠償問題に発生する
ことがあるが，その不具合がコア技術に及んだ場
合，不具合箇所の確定，本社プロダクト・マネ
ジャーへの修正依頼，本社でのプログラミング・
ソースコードの修正作業，本社からパッチ（修正
後の実行モジュール）の送信，顧客へのパッチ適
用という作業を行わなくてはならず，最低でも三
日間，通常なら五日間以上はかかってしまう。顧
客からの信頼を失いかねない状況が生じるわけだ
が，こういった状況でも本社は海外子会社へはプ
ログラミング・ソースコードを決して貸し出さな
い。コア技術のプログラミング・ソースコードの
秘匿はいかなる営業案件より優先される(23）。 
 コア技術の秘匿が最優先であれば，利用技術の
伝播もコア技術の秘匿についでの優先事項となる。
利用技術の伝播はデファクト・スタンダード獲得
競争につながっていく。細分化されたソフトウェ
ア市場ではその市場内でチャンピオンとなり，デ
ファクト・スタンダードの地位を得なければその
市場で生き残ることは難しい。 
 
５．まとめ 
（１）社内分業による技術情報管理 
 アダム・スミスの分業論から出発し，マルクス
の分業論で熟練労働者と不熟練労働者の誕生をみ
て熟練労働者としての専門技術者が製造業での失
敗を経てソフトウェア産業において企業内に二つ
の技術を生み出し，秘匿する技術と伝播する技術
に分けて管理する状況をみてきた。 
 ソフトウェア産業に属する多くの企業の利益の
源泉は技術力である。技術力は製品やサービスに
反映される。パートナー企業や顧客に技術力の結
晶としての製品・サービスを提供することは，そ
の技術の模倣を招く危険がある。しかし，ソフト
ウェア企業では，利益の源泉となるコア技術を秘
匿し，その技術を使うための利用技術を広く伝播
 
図３：社内分業と技術情報の流れ（出典：筆者作成） 
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させることで製品やサービスをデファクト・スタ
ンダード化し，市場でチャンピオンとなり，継続
的な利益を得ている。 
 この仕組みをうまく回すためには，社内分業に
よる技術情報管理が重要であり，技術情報管理に
適した組織，かつ，社内情報流通が不足し，閉塞
感のある社内にならないための組織の両方が求め
られる。その両方を満たすのが，マトリックス型
組織である。マトリックス型組織では，従来から
の縦割り組織とプロジェクト毎の横串仮想組織が
機能している。 
 
（２）二つの技術による企業利益 
 アメリカ系ソフトウェア企業がアプリケーショ
ン・パッケージ製品市場で上位を占めているのは，
二つの技術をうまく使い分けているからであり，
二つの技術を中心にした組織運営を行っているか
らである。コア技術の秘匿による優位性を確保し，
それを継続させ，利用技術の伝播によるデファク
ト・スタンダード化で顧客が自社製品・サービス
を選ぶ確率を高めている。二つの技術が利益の源
泉となっているのである。 
 図 4 は，利用技術の伝播を使った顧客のロッ
ク・インを図式化している。顧客にとってはコア
技術の秘匿は大きな問題ではなく，コア技術を利
用できれば良いのであって，利用技術と外部イン
ターフェースが重要となってくる。ソフトウェア
企業は優位性をもったコア技術を簡単に使うこと
のできる利用技術と外部インターフェースをいか
に顧客に提供できるか，というマーケティング力
が重要である。 
 
注 
（ 1 ）齊藤豊[2011] 136-138ページを参照 
（ 2 ）一般社会の用語では非熟練労働者と言われ
ることが多いが，ここではマルクスの翻訳
本での呼び名にちなんで不熟練労働者を使
う 
（ 3 ）アダム・スミス[1969] 68ページを参照  
（ 4 ）同掲書 69ページを参照 
（ 5 ）同掲書 76ページを参照 
（ 6 ）同掲書 84ページを参照 
（ 7 ）マルクス[1967] 451ページを参照 
（ 8 ）マルクス[1950] 140-161ページを参照 
（ 9 ）同掲書 155ページを参照 
 
図４：利用技術の伝播を用いたロック・イン（出典：筆者作成） 
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（10）同掲書 156ページを参照 
（11）同掲書 157ページを参照 
（12）ア・ア・クージン[1973] 97ページを参照  
（13）Vernon, Raymond 1966, pp.190-207 
（14）赤松要[1965] 169-181ページを参照 
（15）小島清[2003]他，一連の雁行経済発展論の
著作を参照 
（16）齊藤豊[2011] 133-138ページを参照 
（17）DEC社はソフトウェア部門がオラクルに，
ハードウェア部門がHPに買収・合併され，
その社名は消滅している 
（18）従来のトップダウン型の組織図上では，従
来の組織の上司とはダイレクト・ラインで
結ばれ，プロジェクト・チームの上司には
ドッテッド・ライン（破線）で結ばれる形
で表された。 
（19）多国籍内部労働市場については，白木三秀
[2006]等により研究が進んでいる 
（20）2007年 5 月にA社（アメリカ本社：社名非
公開が条件）にてヒアリングした 
（21）ここでは役職名で書いているが，それぞれ
のマネジャーは組織と部下を持っているラ
イン・マネジャーであることが多い 
（22）野中郁次郎・竹中弘高[1996] 119-124ペー
ジを参照 
（23）このことは，筆者自身がアメリカ系ソフト
ウェア企業の日本法人複数社での勤務で何
回も経験している。 
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